予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名：新オリンピックアスリート強化支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 清流の国推進部 スポーツ推進課 トップスポーツ係 電話番号：058-272-1111（内2951）

　　　　　　　E-mail： c11172@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 40,856千円 （前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	40,856
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,856

	決定額
	40,856
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,856


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　2020年に開催が決定した東京オリンピックにおいて、夏季及び冬季オリンピックでの活躍が大いに期待できる選手の輩出を目的に、県内及び県にゆかりのある優秀な中高生、成年のトップアスリートに対して強化費を助成する。
（2） 事業内容
現日本代表選手や世代別（カテゴリ別）代表選手のうち、2014リオ、2016平昌そして、６年後の東京オリンピックで活躍が期待できる選手に対して、強化活動に係る経費を助成する。
大会への参加、練習、合宿と日々ハードなトレーニングをこなす選手であるが、怪我は選手生命を脅かす危険な要素である。けがを未然に防ぐには、体のメンテナンスが不可欠であり、ボディケアやサプリメント、治療費などの経費を認めて事業を展開する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　競技力向上は、県の主要施策であり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無　
　　　有　トップアスリート育成支援事業費
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	強化交付金
	39,100
	成年選手・少年選手に強化交付金として謝金・交通費・宿泊費・治療費・検査料・消耗品費等を助成

	事務局費
	1,756
	強化指定選手活動視察費・選考委員旅費

	合計
	40,856
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各計画での位置づけ

「岐阜県清流の国スポーツ推進条例」において、県は競技力向上のために、岐阜県方式の継続、競技水準の向上に資する施策など、関係者が連携を図ることを推進している。
（２）国・他県の状況

　　　2020年の東京オリンピックに向けて、多くの県が有望アスリートに対して支援を実施している。
（３）後年度の財政負担

強化選手の実績を見極めながら、2020年の東京オリンピックまでは事業を継続し、目的の達成を図る。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
2016リオデジャネイロ五輪に20人　2018平昌五輪に5人、東京五輪に30人の岐阜県出身、岐阜県ゆかりの選手を出場することを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	夏季オリンピック
	ロンドン

14人（H24）
	
	
	
	東京

30人

（H32）
	％

	冬季オリンピック
	ソチ
2人

（H26）
	
	
	
	平昌
5人

（H30）
	％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容
　


（前年度の成果）
	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
	県内からより多くのトップアスリートがオリンピックに出場し、活躍することで、県民に勇気と感動を与えることができる。
トップアスリートを継続的かつ計画的に支援することで、本県の全体的な競技力の向上が図られ、スポーツ振興に寄与することができる。
トップアスリートが将来は県内ジュニア選手を指導するなど、指導者の確保、充実が図られる。

	○
	

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　競技団体やオリンピックアスリートと連携し、個々のアスリートのスポーツ環境をいかに把握するかが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　オリンピックアスリートに身近に触れ合える環境は、次世代を担う子供たちに夢を与えるとともに、県のスポーツ環境にとって非常に有益であり、継続することが望まれる。


